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本論の目的 

本論は、「東京一極集中」という近年の地方創生政策において注目される大学進学にとも

なう地域移動について、地方の高校生の進路選択を中心に据え、先行研究によって積み重ね

られてきた理論に基づき、そのメカニズムを解明することを目指す。 

現在、2014 年に内閣総理大臣を本部長として内閣に設置された「まち・ひと・しごと創

生本部」を中心に地方創生に関する各種施策が進められている。2014 年に閣議決定された

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の議論を受け、文部科学省は、「都市圏の大学を中心

に入学定員等を超過して学生を受け入れている状況が見られることに鑑み」（文部科学省 

2015）、大学等設置認可における措置や私立大学等経常費補助金の交付基準の変更を通して、

大学の定員超過をより厳格化した。さらに、2017年に地方創生本部に有識者 13名から構成

される「地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議」が設置され、その最終報告

（「地方における若者の修学・就業の促進に向けて－地方創生に資する大学改革」）では、首

都圏への転入超過数が 12万人規模で推移している課題、いわゆる「東京一極集中」が指摘

され、課題解決の方法の一つとして、東京の大学の定員抑制が示された。翌年の 2018年に

は「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進

に関する法律」が定められ、東京都特別区における大学の新増設は 2028 年までの 10 年間

原則認められないこととなった。 

このように、進学移動は大都市と地方間の格差を生じさせる一要因と認識され、東京都特

別区の大学に政策的な介入をすることで解決が図られた。しかし、なぜ進学移動するのか、

進学移動のメカニズムについては必ずしも検証されていない。進学移動に対する政策的措

置を実行することは、必ずしも進学移動が生じているメカニズムを明らかにしたことを意

味しない。そこで、本論は、「東京一極集中」という現状認識自体を一旦留保し、地方の高

校生の進路選択を中心に据え、進学移動のメカニズムを理論・実証の両面から説明すること

を目指す。 

 米国から始まったトラッキング研究に中西（1998）は、性別役割分業に基づく「第 2の」

進路分化メカニズムの存在（ジェンダー・トラック）を明らかにし、吉川（2001）は、地方

の進路分化には地理的水路付け（ローカル・トラック）が存在することを示し、新たに「第

3 の」進路分化メカニズムを提示した。本論は、吉川（2001）の示したローカル・トラック

に残された課題を検討し、地域移動に関する研究を参照しながら、諸仮説を意思決定のモデ

ルとして検証する。 

本論の構成は、３部６章で、第１部で本論全体を貫く理論を検討し、分析モデルを示した

上で、それに基づき第２部でマクロデータを、第３部でミクロデータを用いて実証分析を行

い、終章にて残された課題について考察する。 
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各章の概要 

 第１部第１章は、本論で扱う進学移動に関する研究をレビューすることを通して残され

た課題を析出し、課題を検討するための理論・方法を整理した。進学移動の上位概念である

地域移動に関連する研究は、主に（1）移動の定点観測、（2）社会変動と地域、（3）移動の

意思決定に関するものであった。これらの研究のなかで、個人の移動の意思決定を解明する

研究の蓄積は決して多くはなかった。そこで、移動の意思決定のメカニズムを捉えるにあた

り、吉川（2001）のローカル・トラックの概念を参考に、残された課題を析出した。 

残された課題は、大きく分けて二つあった。第一は、アカデミック・トラックとの関係が、

第二は、地域の構造や制度との関係が必ずしも明確に示されていなかった点である。第１章

では、この二点を検討し、解決する方法として、（1）大卒後の地域移動の視点、（2）進学機

会に関する要因、（3）社会心理的な要因の導入を示し、移動性向を従属変数とする意思決定

モデルを提示した。なお、一地域の事例調査では、地域特性がいかに進学移動に影響を与え

たのかは検証できない限界を残す。そのため、本論は、まず第２部で全国的なマクロデータ

による地域間比較によって、進学移動に影響を与える要因を特定した上で、第３部で個人レ

ベルのミクロデータでその要因を検証するプロセスを採用した。このようなプロセスに沿

って、進学移動の意思決定の分析モデルを示す（図概要－１）。従属変数は、進学移動の意

思決定を行うか、否かという移動性向を想定する。 

 

 

図概要－１ 本論における進学移動の意思決定モデル 

出典：筆者作成。丸番号は章番号を示す。  
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第２部第２章は、高卒者の就職移動と進学移動に関する時系列の分析を通して、本論の仮

説の一つである先行者の蓄積について、マクロデータからその趨勢を明らかにすることを

目的とした。 

分析の結果、まず 1970年代における東京の地方出身の就職・進学者数は、首都圏出身者

の就職・進学者数とほぼ同数であり、Lipset & Bendix（1959=1969）の指摘した高卒者と大卒

者がほぼ同割合となる状況が日本においても確かに示された。ところが、2017 年には首都

圏、地方出身の就職者の割合は 70年代と比較すると大きく減少しており、東京における高

卒就職者は、現代では当該集団内では 1割程度を占めるに過ぎない。また、移動元となる各

地方を数例取り上げてみても、当該県の大都市圏への就職者は大幅に減少していた。 

このような高卒就職移動をめぐる背景には、大都市圏と地方それぞれの社会経済状況の

変動が必ずしも同一ではないことが指摘できる。大都市圏において、高卒者をより受け入れ

る第 2 次産業が 1980 年代から相対的に減少傾向であったのに対して、地方では 90 年代前

半までそれらの産業は相対的に増加していた。当該期間において、大都市圏は情報サービス

化をはじめ、より高度な産業へシフトしたが、他方で高卒者が主に就職する第 2次産業の割

合は減少し、代わって各県で就労することが可能であった。 

第３章は、首都圏の大学立地に関するデータの分析を行うことを通して、規制緩和以降

（工場等制限法廃止）における私立大学の立地に関する動向を明らかにし、定員の増加が各

地域の進学移動に与えた影響を検証した。地方から大都市圏への就職者が大きく減少した

のに対し、進学者はどうであったか。2000 年と 2016 年の 2 時点のデータセットを作成し、

首都圏の私立大学を対象に、その学生数の変動と各地域の進学移動との関係を分析した結

果、明らかになったのは、以下の四点である。 

第一に、工場等制限法の旧規制地域では東京都 23区を中心に学生数が増加し、特に女子

大学の定員増や共学化と都心への移転等が確認された。第二に、東京の学生を出身地域別・

男女別で整理すると、地方出身男子は最も大きな割合を占めていたが、1979 年を境に首都

圏出身男子より減少し、さらに 1999 年を境に首都圏出身女子より減少した。このように、

東京の「受け皿」の増加は、首都圏出身女子の大幅な進学者数の増加によって説明できる。

第三に、東京の大学収容力と各地域の東京への進学移動の時系列的な相関を検証すると、大

学収容力が上昇した 1995年以降で首都圏と茨城県の進学者を受け入れる傾向にある。特に

東京の大学収容力の上昇と 1995年以降における茨城県の女子との相関が高い。一方で、第

四に、東京の収容力の増加は、関東圏以外の東京への進学移動の増加には繋がっていない。 

従って、「東京への一極集中」あるいは「東京圏への転入超過」のように政策的に議論さ

れる言説は、地方からの転入増ではなく、主に関東圏内の転入増によって生じていたもので

あった。 

ここまで第２章で、地方から大都市への地域移動において、90 年代中頃から就職者は非

常に少なく、進学者が大半を占めることを確認した。そして、第３章で、東京都特別区にお

ける供給増は確かに生じていたが、各地域の進学移動との関係を検証すると、東京の収容力
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の増加は、関東圏以外の東京への進学移動の増加には繋がっていないことが示された。以上

の実証的な分析結果からは、地方の若者の「東京一極集中」という課題とは逆の結果が示さ

れた。では、なぜ地方から東京への進学移動が減少したのか。 

この課題を受け、第４章は、進学移動の時系列的な変化と、変化の要因を明らかにするこ

とを課題にした。具体的には、進学移動を距離として定量的な変化を明らかにし、地理的要

因や先行研究の変数を含めた分析を行った。分析の結果、まず、進学移動距離の減少が、大

学収容力ではなく、地理的要因によって生じていることが記述的な分析から示された。次に、

時系列の多変量分析よって、1975 年時点では経済的な要因と相関が高い高卒者の労働移動

が、東京への進学移動に最も影響を与えていた。しかし、1991 年以降は、高卒の労働移動

の説明力が減り、東京から遠いという地理的要因が最も東京への進学移動に影響を与える

ことが明らかになった。 

以上、第２部の全国を対象としたマクロデータの分析においては、地方から大都市への就

職者は大きく減少し、また進学者は、確かに横断的な分析によっては多いが、時系列という

点では減少傾向にある。その要因について検証した結果、第４章で示したように、地理的要

因仮説として取り上げた県間の距離が最も安定して影響していた。しかし、この県間の距離

は、「地理的制約や心理的・社会的・文化的因子といった総合的な因子」（西川 1966、p.89）

と考えられ、この解明が第３部における高校生を対象にしたミクロデータの分析課題とし

て導かれた。 

第３部第５章は、福島県の公立高校を対象とした質問紙調査（「福島県高校生調査」）を基

に、ローカル・トラック（吉川 2001）を計量的に検証するために、高校生の進路選択のメ

カニズムを予期的社会化の理論を基に学力に関する仮説と、家族に関する仮説、この二つを

検証した。 

検証の結果、以下のことが明らかになった。まず、学力が高い層は地域を離れるという第

一の仮説について、進学者においては、高校３年時に県外進学する場合に、男女ともに支持

される。しかし、将来的に県内に戻る場合には、有意な関係はみられなかった。また、就職

者においては、男子においてのみ仮説が支持された。次に、家族に関する価値、規範を内面

化するほど、出身地域に残る、あるいは戻るという第二の仮説は、県内に残る、あるいは戻

る層は、従来の家族観を内面化している傾向にあった。 

最後に、探索的に検討した「重要な他者」については、進学者と、就職者で異なる興味深

い結果が確認された。まず、「父」、「母」については、それぞれ「父」については男子、「母」

については女子で「重要な他者」と選択する割合が高い。また、「教師（担任、担任以外）」

は、男子の進学者においては、地域に残る、あるいは戻る層で、より多く参照していた。一

方、就職者は、県外就職希望者がより多く「教師」を参照していた。 

このように、第５章では、ミクロデータを用い、第２部で用いた集合データでは扱うこと

のできない高校生個人の属性や学力、意識といった社会的変数を用いて、移動性向の分類と

その規定要因を検証した。検証の結果は、これまで定性的データを用い明らかにされた諸仮
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説を概ね支持するものである。では、第２部のマクロデータによる検証によって示された距

離とは何か、次章で大学進学者に焦点を充てた分析によって検証した。 

第６章は、前章と同じ「福島県高校生調査」を用い、進学移動における個人の意思決定の

規定要因を検証した。具体的には地域移動に関する先行研究をレビューすることを通して、

蓄積効果の進学移動への応用可能性を示したうえで、親移動経験仮説、個人先行者仮説、集

団先行者仮説の三つの仮説を検証した。検証の結果、個人の進学移動を説明する上で、一部

の親移動経験と地域移動先における個人・集団レベルの先行者（特に兄姉）は妥当であるこ

とが示された。特に、個人・集団レベル間の効果の違いという点では集団レベルの効果の方

がより大きい。 

 以上の第２部、第３部における分析結果を整理すると、表概要－１になる。これらを踏ま

え、改めて第１章で析出した課題である（１）アカデミック・トラックとの関係と（２）地

域の構造や制度との関係について考察する。 

 

表概要－１ 実証結果のまとめ 

部 第２部 第３部 

章 第２章 第３章 第４章 第５章 第６章 

検討課題 
先行者の蓄積（就

職者） 

収容力と進学移動

の関係 

要因の特定 ローカル・トラッ

クの計量的検証 

要因の特定 

検討方法 
時系列分析 時系列、相関分析 反復回帰分析 回帰分析 マルチレベル分析 

結果 

・大きく減少 ・特別区の供給増 

・茨城を除き無相

関・逆相関 

・県間の距離（－） 

・1975、1981年の

先行者（就職者）

（＋） 

・理論仮説を概ね

支持 

・親移動経験（一

部）（＋） 

・個人・集団レベ

ルの先行者（＋） 

出典：筆者作成 

 

考察 

（１）アカデミック・トラックとの関係 

 第１部第１章では、進学移動とアカデミック・トラックとの関係を検討するにあたって、

U ターンの問題と地域圏の設定の視点から検討し、大卒後における地域移動の視点を導入

した。 

すでに述べたように、地位達成研究にトラッキング理論を用いた藤田（1990）は、トラッ

キングの概念を「個々人の選択、努力、アスピレーションの形成と調整などを含む過程」（藤

田 1990、p.128）であり、「地位達成に関わる＜自己社会化＞と＜進路選択＞が枠組づけら

れていることを示す概念」（藤田 1990、p.128）と定義する。本論においても、この定義のト

ラッキング概念を踏まえ、（１）進学移動の分析枠組を大卒後の移動まで拡張し、さらに、

（２）個人の選択が形成、調整される意思決定のプロセスにより焦点を置き第３部のミクロ

データの実証分析を行った。 

分析の結果、大学進学希望者は、ローカル・トラックで提示された地域移動類型に分化し

ており、かつ仮説の通り、県内に留まる、あるいは将来的に出身県に戻る層は、より従来の
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価値観を内面化している傾向が確認された。一方で、学力が高い生徒は、県外に進学する傾

向にあったものの、Uターンを想定する層と学力の高低は無関係であった。もし、高卒時の

進学移動のみを分析対象とすれば、学力の高い層が県外により進学する仮説を支持する結

果になる。本論では、分析枠組に大卒後の移動も含めることで、既に高校３年時に、進学移

動の分化が、学力以外の要因を含みながら形成されていたことを確認した。 

このように、ローカル・トラックは、特に地方の高校生において、高卒時の進学移動と、

大卒後の地域移動の少なくとも２時点から移動パターンをある程度念頭に置き、そのパタ

ーンごとに＜自己社会化＞と＜進路選択＞が枠組づけられていることを示す概念と言える。 

 地域移動の類型そのものは、特に海外の地域経済学を中心に、近年多くの研究で取り組ま

れている。たとえば、Jewell & Faggian（2014）は、大学進学を起点としながら５つの類型を

示し、その類型ごとに経済的便益を算出している。このような経済学をベースにしたアプロ

ーチと比較して、本論のローカル・トラック理論に基づいた第３部のアプローチは、何かし

らのアウトカムに移動がどのように影響を与えるのかを説明するのではなく、移動の意思

決定そのものは、どのように形成されるのかを解明する際に有効なアプローチである。 

この点を明らかにすることは、非常に重要である。なぜなら、高校生の進学行動の説明に、

個人の経済的便益を最大化することを前提にした経済学の理論を適用することについて批

判的検討を迫り得るからである。第５章で示したような県内に残る、あるいは戻ることを想

定する高校生は、家族をより重視していたし、第６章の首都圏への進学移動に関する分析に

おいても、個人レベルの兄・姉が移動先にいることの影響は非常に大きい。さらに、個人レ

ベルの要因だけでなく、第６章では、学校や地域といったメゾレベルの要因も、当人の移動

に影響を与えることを示した。 

このように本論では、先行研究で示された移動先の適応に関する知見から、直接的には個

人の経済的便益には還元されない価値や構造が当人の地域移動を方向づけている一例を示

した。今後、これまでの経済学を基にした進学行動研究の批判的検討を視野に入れながら、

ローカル・トラックをもとにした進学行動のさらなる理論・実証的検証を重ねていく必要が

ある。 

 

（２）地域の構造や制度との関係 

 また、第１章では、地域の構造や制度との関係を検討するにあたって、大学の立地・収容

力や地理的近接性を具体的な検討課題として、（１）進学機会に関する変数と（２）社会心

理的な変数の導入を示した。 

地方における若者還流のシステム（村澤 2003）の存在やそれを支える構造とは何か。こ

の問に応えるために、まず、進学機会を表す指標として各地域の大学収容力の変動を明らか

にした上で、社会心理学の視点から東北のローカル・トラックを検証した石黒ほか（2012）

や集団就職に関する研究（苅谷ほか編 2000、山口 2016、中澤 2018）、移住に関する研究

（Schwarzweller et al. 1971、関 1990）において示唆された移動先の適応を促す、あるいは意
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思決定そのものを促す先行者の効果に本論は注目した。 

大都市における進学機会の増加と、進学移動の関係の検証を目指した第３章では、具体的

に、2000 年以降における首都圏の私立大学の新増設が各地域の進学移動にどのような影響

を与えたのかを検証した。検証の結果、関東圏の進学移動者は、正の相関を確認したものの、

それ以外の地域では正の相関は確認できなかった。第４章のマクロレベルの分析において

も各地域の大学収容力は、東京への進学移動を説明できる変数ではなかった。九州で顕著に

表れていたように、全国的な進学移動距離の減少は、大学収容力ではなく、都市との近さに

よって生じている可能性を示唆した。 

本論は、この地理的要因を物理的な距離に留まらない「地理的制約や心理的・社会的・文

化的因子といった総合的な因子」（西川 1966、p.89）と位置づけ検証した。福島県の高校生

のデータを用いた第６章では、移動先における先行者の蓄積が、移動の意思決定に与える影

響を推定した。結果的に、学校レベルの先行者の蓄積は最も説明力があり、学校あるいは地

域の経路依存的な流れ、引いては「先達が通った道」（石黒ほか 2012、p.98）の効果を証明

した。 

学校というメゾレベルの要因に注目すると、第５章で示したように、高校の教師を重要な

他者とする場合、県内に残るないし戻ることをより想定する。第６章で、福島県の学力が相

対的に高い層は東北ないし自県に留る傾向にあることから、学校文化のなかに地域の優秀

なコアの部分は東北、自県に残す「仕組み」が存在すると推察した。 

 以上の結果から、本論は、進学移動を規定する要因として、地域や学校という集団単位で

形成された人々の移動の「流れ」を示し、大学進学時において、その「流れ」のもつ影響力

は非常に強いことが証明された。そして、この「流れ」は、地域間あるいは学校と地域との

繋がりとして、個人レベルでは家族を、集団レベルでは学校や地域を媒介として維持されて

いる。 

 

本論の意義 

 

 本論は、地方の大学進学に焦点をあて、地方特有の進路分化、すなわち進学にともなう地

域移動について、全国的なマクロデータと、福島県を対象としたミクロデータに基づき個人

の意思決定のメカニズムを検証した。本論は、おもに教育社会学の先行研究を参照しつつも、

政策科学、社会学、高等教育論、労働経済学の領域においても一定の示唆を得るものと考え

る。これらの示唆は具体的には三点に集約される。 

 第一は、政策的課題である東京の一極集中について、検証に必要となるデータを整理し、

検証した点である。第３章で明らかにされたように、「東京への一極集中」あるいは「東京

圏への転入超過」のように政策的に議論される言説は、地方からの進学者が増加したためで

はなく、おもに関東圏内の転入増によって生じていた現象である。そして、結果的に生じる

のは、地方における若者の地元定着ではなく、関東圏内の進学競争（AERA 編集部 2018）
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という意図せざる結果を指摘した。このような検証に必要なデータは、全て公開されている

データをもとに整形、構築したものであり、再現性が担保されている。 

第二は、本論は、進路選択研究において、メゾレベルの地域の変数の重要性を示した点で

ある。これまでの進路選択研究では、社会階層（SSM の一連の研究）や文化資本、学校外活

動、ジェンダー、学校文化に関する視点から研究されてきた。本論では生まれ育った地域に

よって、「どこに」進学するのかについて、進学者の進路選択が「決められる」側面を示し

た。その過程で、第６章で用いたマルチレベルの手法は、進学行動の規定要因として、上位

レベルに学校組織（たとえば古田 2012）を想定するのに加え、地域を想定する一事例とな

りうる。 

 第三は、本論は、吉川（2001）によって示された理論的枠組であるローカル・トラックを

計量的に検証し、高校生の進路選択に、学力とは別の要因や学校や地域といった個人を越え

た社会的要因の影響が小さくないことを示した。そして、その地域移動パターンの枠付けに

沿った高校生の社会化が、高校在学時に生じていたことを明らかにした点である。本論の対

象となった福島県の高校生は、第５章で見たように、将来的に「どこで」生活をするのかを

ある程度想定し、その枠付に基づいた社会化をしている。たとえば、出身県に残る場合、従

来の結婚観や老親規範をより内面化している傾向にある。このような事実を踏まえると、成

績による輪切りによる進路指導ではなく、大学で何を学び、卒業後どこで、どのような生活

を送りたいのか、大卒後のライフコースを含めたキャリア教育が少なくとも高校在学時に

おいて意義をもつことが示唆される。 

 

残された課題と展望 

 

本論は、地方における大学進学の進路選択について、意思決定モデルを基に検証し、学校

や地域レベルの「流れ」による影響の大きさを指摘した。しかし、一方で課題も残している。

今後の発展も見据え、三点に整理し述べる。 

 第一に、本論は意思決定モデルを想定したが、意思決定そのものが確立していない場合を

考慮しなかった。たとえば、第５章では予期的社会化を分析枠組とし検証を行ったものの、

「県外未定」層は 26.8％と二番目に多い。 

高校３年生段階で、大卒後の将来を予期できないことは至極当然ではあるが、この層は、

将来展望に関する意識が、その他の類型に比べ有意に低い傾向にあり、第５章の分析でも用

いた「重要な他者」に関しても、複数回答の場合、他の類型に比べ選択数が低い（遠藤・沖 

2017）。このことから、進学移動の意思決定を確立するためには、重要な他者を通した相談

や情報収集が重要になると推察される。 

 よって、少なくとも福島県では、（１）将来的に首都圏を中心とした県外の生活を自覚し

ている層と、（２）将来的に地元で生活することを自覚している層、そして、（３）県外へ進

学するが、その後の展望は確立していない３つのタイプを確認できる。地域移動を半ば強い
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られる地域、本論の知見から言えば、県外へ移動する人々の「流れ」が強い地域では、この

第３の層を視野に入れ、将来「どこで」働き、生活をするのかについて、高校在学中あるい

はそれ以前に相談、情報収集できるような環境を整備することがより重要になる。 

第二に、第６章において進学移動には、地域レベルの先行者の蓄積、すなわち経路依存的

な「流れ」が最も影響していることを明らかにしたが、この経路依存的な「流れ」はどのよ

うに形成されたのかは本論では探求できなかった。この経路依存的な「流れ」の形成史を明

らかにするためには、地域の社会史、あるいは学校史の分析を必要とする。方策の一つとし

て冨田（2015）で検証されたような学校の教員文化が、人事異動が行われる公的学校でどの

ように形成され、維持されるのか、高校組織の研究や進路指導史への発展も考えられる。第

５章や第６章で、男子における学校の影響力もなぜ生じ、どのように形成されたのか、そし

てなぜ女子では生じないのか。今後探求されて良いテーマである。 

第三に、先行者の蓄積は、具体的な機能としてどのようなものが想定されるのか、課題と

して残った。本論全体で計量的な分析を中心に検証したため、先行研究（吉川 2001、山口 

2012、上原 2014）の質的調査によって示された先行者の具体的な機能を提示するには至ら

なかった。この課題については、大学生の学生生活に関する心理的要因も視野に入れた研究

が必要になるだろう。 

 このような残された課題は、本論が対象としてきた大学進学にともなう地域移動研究の

広がりでもある。今後の発展が望まれる。 
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